
個人所得課税 

公社債投資信託の税務 

 公社債投資信託とは、証券投資信託の 1

つで、その信託財産を国債、地方債、社債

など公社債（債券）に対する投資として運

用し、株式、投資口、出資、優先出資等に

対する投資として運用しない投資信託です。 

そして、その大部分は、上場又は公募型

の公社債投資信託です。 

●上場・公募公社債投資信託の譲渡 

 平成 27 年 12 月 31 日以前は、当該投資信

託を譲渡した場合に生じた譲渡損益は、所

得税及び住民税は非課税でした。 

 しかし、平成 28 年 1 月 1 日以後において

は、当該譲渡損益は、上場株式等に係る譲

渡所得等として課税の対象になりました。  

●上場・公募公社債投信の償還・解約 

 当該投資信託の終了や解約に際して、償

還金、解約金が支払われます。 

 平成 27 年 12 月 31 日以前は、償還金又は

解約金が当該投資信託の元本を超える場合、

その超える部分の金額、すなわち償還差益

又は解約差益は収益分配金となり、利子所

得になっていました。 

 また、償還、解約の場合に生じた元本と

取得価額の差額（差損・差益）については、

株式投資信託の場合と異なり、差益は非課

税、差損は生じなかったものとみなされて

いました。 

 しかし、平成 28 年 1 月 1 日以後において

は、上場及び公募公社債投資信託の償還・

解約があった場合には、当該金額の全部が

上場株式等に係る譲渡所得等の収入金額と

みなされることになりました。 

 これにより、昨年までのように、個別元

本と取得価額の違いをことさら意識する必

要はなくなりました。 

●損益通算及び繰越控除 

 もちろん、当該投資信託の譲渡による譲

渡損、当該投資信託の終了に伴う償還損、

解約に伴う解約損が生じた場合には、上場

株式等の配当所得及び特定公社債等の利子

等（配当等）との損益通算、さらには、一

定の要件のもと繰越控除の適用もあります。 

 ちなみに、平成 28 年 1 月 1 日以後、上場・

公募公社債投資信託は、証券会社等の特定

口座内で管理されるようになり、その口座

内での通算が可能となりました。 
 なお、平成 28 年 1 月 1 日以後は、上場・

公募公社債投資信託の収益分配金は、上場

株式等に係る配当所得等として申告分離課

税の対象となりました。 
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